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勤
め
た
会
社
を
退
職
す
る
際
に
支
払
わ
れ
る
退

職
金
は
、
長
年
に
わ
た
る
会
社
へ
の
貢
献
の
対
価
、

功
労
で
あ
り
、
退
職
後
の
生
活
に
役
立
て
る
べ
き

大
切
な
お
金
で
す
。
給
与
所
得
に
税
金
が
か
か
る

よ
う
に
、
こ
の
退
職
金
に
も
税
金
は
か
か
り
ま
す
。

退
職
金
に
か
か
る
税
金
は
所
得
税
と
住
民
税
で
す
。

課
税
の
対
象
と
な
る
退
職
金
は
「
退
職
所
得
」
と

呼
ば
れ
ま
す
。

　

ち
な
み
に
退
職
金
と
は

●
退
職
に
伴
っ
て
会
社
か
ら
受
領
す
る
退
職
金
や

一
時
恩
給 

●
社
会
保
険
制
度
な
ど
に
よ
り
退
職
に
伴
っ
て
支

給
さ
れ
る
一
時
金 

●
適
格
退
職
年
金
契
約
に
基
づ
い
て
生
命
保
険

会
社
や
信
託
会
社
か
ら
受
領
す
る
退
職
一
時
金

な
ど
を
い
い
ま
す
。

　

こ
の
退
職
所
得
は
、
原
則
と
し
て
他
の
所
得
と

分
離
し
て
税
額
を
計
算
し
ま
す
（
分
離
課
税
）。

ま
た
、
原
則
と
し
て
源
泉
徴
収
に
よ
り
納
税
は
終

了
し
ま
す
。
納
税
の
手
続
き
は
会
社
が
処
理
し
て

く
れ
る
た
め
、「
退
職
所
得
の
受
給
に
関
す
る
申

告
書
」
を
期
日
ま
で
に
会
社
（
退
職
手
当
等
の

支
払
者
）
に
提
出
し
て
お
け
ば
、
自
分
で
確
定

申
告
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
こ

の
申
告
書
の
提
出
が
な
い
場
合
は
、
退
職
金
額
に

か
か
わ
ら
ず
20
％
の
税
率
で
源
泉
徴
収
さ
れ
ま

す
。
こ
の
場
合
、
退
職
所
得
の
受
給
者
本
人
が

確
定
申
告
に
よ
っ
て
精
算
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

■
課
税
対
象
と
な
る
退
職
所
得
の
計
算
方
法

　

課
税
対
象
と
な
る
退
職
所
得
は
、
次
の
よ

う
に
計
算
し
ま
す
。

こ
の
コ
ー
ナ
ー
で
は
、
転
職
、
退
職
な
ど
人
生
の
転
機
で
役
に
立
つ
、
生
活
設
計
に
お
け
る
マ
ネ
ー
プ
ラ
ン
を

ご
紹
介
し
ま
す
。
忙
し
い
社
会
人
は
、
日
々
の
仕
事
を
優
先
し
が
ち
で
す
が
、
将
来
を
見
据
え
た
マ
ネ
ー
プ
ラ

ン
は
仕
事
と
同
じ
く
ら
い
大
切
で
す
。
今
回
は
退
職
金
に
か
か
る
税
金
の
基
礎
知
識
を
身
に
つ
け
、
い
ず
れ
訪

れ
る
“
そ
の
日
”
に
備
え
ま
し
ょ
う
。

【
退
職
金
に
か
か
る
税
金
】

vol.4

退
職
金
と
納
め
る
税
に
つ
い
て

退
職
金
に
か
か
る
税
に
つ
い
て

※適格退職年金契約に基づいて支給される退職一時金
などについて、従業員自身が負担した保険料又は掛金が
ある場合には、その支給額から従業員が負担した保険料
又は掛金の金額を差し引いた残額を退職所得の収入金
額とします。

※平成25年1月1日から計算方法が変更になります。

退職所得（課税対象金額）

＝

（退職金－退職所得控除額）×２分の１
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退
職
所
得
控
除
額
は
次
の
表
の
通
り
で
す
。

　

例
え
ば
、
勤
続
年
数
が
８

年
４
カ
月
の
人
の
場
合
の
退

職
所
得
控
除
額
は
、
端
数
の

４
カ
月
は
１
年
に
切
上
げ
と

な
り
、
勤
続
年
数
は
９
年
と

計
算
し
ま
す
。
控
除
額
は
、

40
万
円
×
９
年
＝
３
６
０
万

円
と
な
り
ま
す
。
勤
続
年
数

が
25
年
の
人
の
場
合
は
、

８
０
０
万
円
＋
70
万
円
×

（
勤
続
年
数

−

20
年
）
＝

８
０
０
万
円
＋
70
万
円
×
5

年
＝
１
１
５
０
万
円
で
す
。

例
え
ば
、
勤
続
年
数
25
年
の

人
が
受
け
取
っ
た
退
職
金
が

１
５
０
０
万
円
だ
っ
た
ら
課

税
さ
れ
る
退
職
所
得
は
（
１
５
０
０
万
円

－

１
１
５
０
万
円
）
×
1
／
2
＝
１
７
５
万

円
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、前
年
以
前
に
退
職
所
得
を
受
け
取
っ

た
こ
と
が
あ
る
と
き
、
ま
た
は
同
一
年
中
に

２
カ
所
以
上
か
ら
退
職
金
を
受
け
取
る
と
き

な
ど
は
、
控
除
額
の
計
算
が
異
な
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
障
が
い
者
に
な
っ
た
こ
と
が
直
接

の
原
因
で
退
職
し
た
場
合
の
退
職
所
得
控
除

額
は
、
上
記
の
方
法
に
よ
り
計
算
し
た
額
に
、

１
０
０
万
円
を
加
え
た
金
額
と
な
り
ま
す
。

■
税
額
の
計
算

　

所
得
税
の
税
率
は
、
左
表
を
参
照
す
る
と

分
か
り
や
す
い
で
す
。

　

ま
た
、
住
民
税
額
は
、
次
の
と
お
り
の
計
算

と
な
り
、「
特
別
徴
収
す
べ
き
税
額
」
が
そ
れ

ぞ
れ
徴
収
さ
れ
ま
す
。

参考資料：「国税庁」（ＨＰ）「総務省」（ＨＰ）「東京都主税局」（ＨＰ）など

情報収集にあたって注意したいこと

　人生の中で退職金をもらうことは
そう何度も経験することではありま
せん。そのため、予備知識を得てい
ても、実際はいろいろ分からないこ
とも出てくるものです。
　そういった場合は、国税庁や都道
府県の各労働局、各自治体の賃金・
退職金制度相談窓口など、公共の
相談窓口を活用しましょう。専門の
相談員（社会保険労務士など）に
基本的に無料で相談することができ
ます。
　また、銀行や信託銀行、証券会
社、生保会社などの金融機関に相
談することも十分に考えられますが、
その際は退職金の投資や運用につ
いてさまざまな提案があることを見
越して相談する必要があるでしょう。
　インターネットでも、退職金につ
いてのさまざまな情報を得ることが
できます。国税庁をはじめ、有益な
ホームページがたくさんあります。
一方で悪質な業者が、銀行や公的
機関をよそおったサイトを開設して
いる場合がある
ので、うっかり
アクセスして個
人情報が漏れ
てしまわないよ
うに、十分に注
意しましょう。

※平成25年1月1日から計算方法が変更になります。

勤続年数（＝A） 退職所得控除額

20年以下 40万円×A
（80万に満たない場合には、80万円）

20年超 800万円＋70万円×（A−20年）

課税される所得金額 税率（％） 控除額

195万以下 5 -

195万円～
330万円以下 10 97,500円

330万円～
695万円以下 20 427,500円

695万円～
900万円以下 23 636,000円

900万円～
1,800万円以下 33 1,536,000円

1,800万円超 40 2,796,000円

所得税の速算表

住民税の計算

退職所得の
金額 ×

税率

＝

税額

市町村民税
（特別区民税）

道府県民税
（都民税）

市町村民
税額

（特別区民
税額）

道府県民
税額

（都民税額）
6％ 4％

（A） （B）

税額

−

控除額

＝

特別徴収すべき税額

市町村民
税額

（特別区民
税額）

道府県民
税額

（都民税額）

（A）
×
10％

（B）
×
10％

市町村民
税額

（特別区民
税額）

道府県民
税額

（都民税額）

（A） （A）−（C）（B）−（D）（B） （C）（D）

なるほど！

※「課税される所得金額」×「税率」−「控除額」が税額となります。


